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第1節 はじめに
'1998年4月24日 付で 「資本調達容易化法」(KapAEG)が 施行 されたことをうけて,ド イツで
の上場企業は,連 結決算書に関する欧州共同体(現 欧州連合)の 第7次 指令にも合致する国際
的に認 められた会計原則,具 体的には,「 国際会計基準」(IAS)や 「米国の会計原則」(US-
GAAP)に 従ってそのコンツェルン決算書(連 結財務諸表)を 作成 しているときには,新 たに
導入された商法典第292a条 の規定により,ド イツ商法典 にしたがってコンツェルン決算書を作
成する義務 を免除されることとなった。「欧州連合委員会」(EU-Kommission)の 「連絡委員会」
(KontaktausschuB)は,1999年4月27日 付の最近の研究報告において,連 結範囲(IAS27)を 除
いて,「 国際会計基準」を欧州共同体の 「指令に合致する」(richtlinienkonform)も のと認 め
た。さらに,「米国の会計基準」と欧州共同体指令 との合致に関する研究 も,目 下,進 められて
{1)
いる 。
商法典第292a条 によるコンツェル ン決算書の作成免除の可能性 は,ド イツの証券市場におけ
る 「正式の取引」(AmtlicherHandel)ま たは 「規制の下 におかれた市場」(GeregelterMarkt)
において上場 されている企業にたいしてだけでなく,「新市場」(NeuerMarkt)へ の参入者で




しかしなが ら,こ うした決算書の作成免除規定は,2004年12月31日 までの期限付の もの とな
っているのである。 このため,ド イツでは,目 下,会 計の世界的広が りのなかでの調和化の進
(1)Peem611er,VolkerH./Finster,Hans/Neubert,Martin,BB.54.Jg.Haft21,27.5。1999,
S.1103.ド イ ツ基 準 設 定 審 議 会(DSR)は,こ れ に 関 す る 特 別 報 告 を1999年6月14日 付 で 行 っ て
い る。 曜BefreienderKonzernabschluBnach§292aHGB-EinkalngeinzelnerIASund
SFASmitdenEG-Bilanzrichtlinien"(Entwurf:14.Juni1999).なお,こ の 内 容 は,http=//
www.drsc.de./か ら ダ ウ ン ・ロ ー ドす る こ とが で き る。
(2)Ebd.,S.1103-1104.
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展 とい う背景 の下 で,コ ンツ ェル ン会 計規定 の再検 討 とそれの国際 的な発展 への適合 が緊急 の
課 題 とされ てい るのであ る。 こう した会計 の全 世界的 な規模 での調和 化 め もっ とも重要 な推進
力 とな ってい るのが,「 資本市場 の国 際化 」(InternationalisierungderKapitalmarkten)の進
(3)
展で あ る といわれ てい る。
資本 をめ ぐる競争 と資金調達 コス トの重要性 の増 大が,投 資家 とその情報 要求へ の配 慮 の強
化 を要請 してい るのであ る。年 度決算 書 は,全 世界の資本市場 へ の参加 者 か らみて,そ れが 国
際的 に理 解 しうる もの とな り,か つ,比 較可能 な もの となる ときにのみ,「 言 明能 力 を有 す る も
の」(aussagefahig)と み な され るので ある。 「国際会計 基準 」と 「米 国 の会計 原則」は,こ うし
た条 件 を よ く満た してい る とい われ てい る。 これ らの基準 また は原 則 が 「資 本市 場 指 向的」
(kapitalmarktorientiert)で あ り,年 度決算 書の読者(投 資家)に,そ の意思 決定 に有用 な情報
を提供 す る ことをその主た る 目的 として いるか らであ る。 これ との比較 において,商 法典 に基
づ く年度 決算書 は,そ の内容 の詳細 さ と範 囲において劣 ってい るだ けで な く,と りわ け それ が
「慎重 原則」(Vorsichtsprinzip)の 適用 を重視 している点で,投 資家 の情 報要求 を満足 させ るに
(4)
は,ほ とん ど不適 当 とみ なされて いるので あ る。
この よ うな状 況 の下 で,今 日の ドイ ツにおいて は,欧 州連 合加盟 国間 での会計 制度 の調和化
をはか る と同時 に,さ らに,全 世 界規模 で の会 計制度 の調和 化 にいか に対応 す るか とい う問題
が緊 急の課題 として登場 して きて いるので あ る。 こう した課題 に取組 む組織(登 記済社 団)と
して,以 下 で考 察 す る 「ドイ ツ会 計 基 準委 員 会」(DeutschesRechnungslegungsStandards
Committeee.V.;GermanAccountingStandardsCommittee)が設置 された のであ る。
第2節 ドイツ会計基準委員会の設置とその構成
1998年5月 に施行 された「企業領域における統制および透明性 に関する法律」(KonTraG)に
よって商法典 に新たに第342条 が追加 された ことによって,会 計原則設定のための「私的な会計'
委員会」(PrivatesRechnungslegungsgremium)の 設置に関する法的根拠が与 えられることと
なった。1998年3月 に「登記済社団」(eingetragenerVerein)と い う法律形態で設立された 「ド
イツ会計基準委員会」(DRSC;GASC)は,と りわけ,ド イツにおけるコンツェルン会計の領域
において,重 要な役割 を果たすことが期待されている。その任務は,コ ンツェルン会計 に関す
る諸原則の適用についての勧告を行 うこと,会 計規定の立法準備に際して連邦法務省に助言 を
与えること,そ して国際的な会計基準設定委員会において ドイツ連邦共和国を代表することに
あるとされている(商 法典第342条 第1項)。 そしてこの 「ドイツ会計基準委員会」の勧告は,
連邦法務省による公布 を通 じて,権 威 を付与 されることになるのである。 こうした会計基準の
設定機関が設置されたことは,法 支配型の ドイツにおける会計制度の在 り方を考えるうえで,
(3)Ebd.,S.1104.
(4)Ebd.,S.1104.
(121)ド イ ツ会 計 制 度 の 新 展 開121
㈲
ま さ に 「歴 史 的 瞬 間 」(historischerMoment)とも い え る こ と と な っ た 。
「ドイ ツ 会 計 基 準 委 員 会 」 は 「理 事 会 」(Vorstand),「 管 理 委 員 会 」(Verwaltungsrat)およ
び 「会 員 総 会 」(Mitgliederversammlung)とい う 三 つ の 機 関 か ら構 成 さ れ て お り,こ れ ら機 関
の 構 成 員 と し て 選 ば れ る の は,会 計 の 領 域 に お い て 認 識 し う る 資 格 ま た は 経 験 を 有 す る 「会 計
専 門 家 」(Rechnungsleger)でし か も 「自 然 人 」(natUrlichePersonen)でな け れ ば な ら な い と さ
れ て い る 。
理 事 会 を 構 成 す る 理 事 は,同 時 に 管 理 委 員 会 の 会 長 を も兼 ね る の で あ る が,次 の4名 が 任 命





管 理 委 員 会 は,会 計 基 準 委 員 会 の 業 務 に 関 す る 原 則 を 定 め,さ ら に,ド イ ツ の 会 計 基 準 の 発
見,確 定 お よ び 解 釈 を そ の 任 務 と す る 「独 立 の 基 準 設 定 審 議 会 」(unabhangigerStandardisie-
rungsrat)の 委 員 の 選 出 と任 命 を 行 う こ と を 義 務 づ け ら れ て い る 。設 立 者 は,こ の 管 理 委 員 会 の
委 員 と し て,理 事 の ほ か に,経 済 界,監 査 業 界 お よ び 学 界 か ら 次 の 者 を 選 出 し た 。





























なお,ド イ ツ会計 基準委員会 の事務局 長 として,HerbertBienerが 選 出 され,会 計基 準委員
会 の 日常 的 な業務 に当る ことにな って い る。
この よ うに私 的 に構成 され た ドイ ツ会計 基準委員会 の下 で,今 後,会 計基準 が設定 され る こ
とにな るので あ る。 この ことは,商 法 の会計 規定 とその解釈指 針 ともい うべ き 「正規 の簿記 の
諸原則 」(GrundsatzeordnungsmaBigerBuchfUhrung),さらには,そ れ らの内容 を充 填す る
役割 を果 たす会計 理論(学 説)と が一体 とな って構成 され て きた,こ れ まで の ドイ ツの会計 制
度 の在 り方 に大 きな変更 もた らす こ とにな る。 これは まさに歴 史的 な転 換 ともい えるのであ る。
・以下 で は,こ の ような認識 の 下で,ド イツ会計 基準委 員会 か ら公 表 され た 「予備 草案 」(Vor-
entw廿rfe)お よび 「草案」(EntwUrfe)を 取 り上 げ,そ の内容 と特徴 を考察す るこ とにす る。
第3節 ドイツ基準設定審議会による草案の公表と審議
「ドイ ツ基 準設定 審議会」(DeutscherStandardisierungsrat)は1999年3月18日付 で 「商 法典
第292a条 に よ る免 責 的 コ ンツ ェ ル ン決 算 書 」(BefreienderKonzernabschluBnach§292a
HGB)と い う表題 が付 され た 「ドイ ツ会計基 準第1号 」(DeutscherRechnungslegungsstan一
(6)
dardNr.1)の 草 案 を公表 した。
上 述 の7名 の委員 か ら成 る この基準 設定 審 議会 は,1999年1月16日 付 の 「業務 規 則」(Ge-
schaftsordnung)に 従 って作業 を進 め る と同時に,重 要 な決 定 を下 す前 に,審 議 会委員長 が指
揮 す る「諮問委 員会 」(Konsultationsrat)に 意見 を求 め,そ の こ とを通 じて,利 害 関係者 の意見
を聞 くことが で きる。基準 設定審議 会 の業務 規定 は,そ の第10条 において,以 下 の よ うな手続
⑦
きを規 定 して い る。






ればならない。当該草案は,委 員ではない者 にたいしては,請 求 に基づき,費 用の負担
と引換 えに送付 される。
2.意 見表明は,4週 間の期限付で連邦官報に公告されている,公 開の会議において取扱
われなければならない。
3.ド イツ基準設定審議会(DRS)は 草案の重要な変更について決議 し,こ れを4週 間の意
見表明期限付で公表する。
4.諮 問委員会の意見が,可 決以前に,聞 き取 られなければならない。
5.基 準の可決は ドイツ基準設定審議会 によって公開の会議において決議 されなければな
らない。
ドイツ会計基準第1号 草案の策定は,1998年11月17日,1999年1月15日,2月1日,2月22
日および23日 開催の会議,お よび,国 際会計基準ならびに米国会計原則の関する広範囲の資料
収集 と比較 に関係する草案の原案を作成す るという,特 別の任務 を持った作業集団による事前
の作業を基礎 としている。そして最終草案が1999年3月18日 に決定 されたのである。 これにた
いする意見表明の期限は1999年6月15日(火 曜日)ま でとされ,諮 問委員会 による取扱いは1999
年7月2日 まで とされた。 これ以降に行われるドイツ基準設定審議会の公開の会議 において,
重要な意見が取 り上げられ,こ れを可決するか,あ るいは,重 大な変更を加 えるか否かが決定
(8)
される。
このような手続 きを経て,こ れまでに,ド イツ会計基準第1号 草案のほかに,「資本流動計算
書」(KapitalfluBrechnung)に 関する,1999年4月29日 付の ドイツ会計基準第2号 草案(E-DRS
2),6月14日 付の ドイツ会計基準第1号 草案の「特別号」(E-DRS-BesondererTeil)お よび6
月23日 付 の「企業買収 に関する統一的会計処理」(EinheitlicheBilanzierungvonUnterneh・
⑨
menserwerben)と いうテーマに関す る「討議文書」・(Diskussionspapier)の 草案が公表 された。
ドイツ会計基準第1号 草案は,あ る企業のコンツェル ン決算書(連 結決算書)が 国際的に認
められている会計基準(国 際会計基準)(IAS)も しくは外国の基準,(例 えば,米 国の会計原則)
(US-GAAP)に したがって作成 されている とき,当 該企業にたいして,ド イツ商法典の諸規定
に合致 したコンツェルン決算書 をあらためて作成することを免除するための条件を提示した も




草案の本文番号(以 下,Tzと 表記する)1に おいて,商 法典第292a条 によるコンツェルン決
算書およびコンツェルン状況報告書が,商 法典第290条 以下の諸規定 に従ったコンツェルン決算
(8)Ebd.,S.1127-1128.
(9)http://www.drsc.de./HomepagedesDRSC-GASC.htmlvom13.8.1999,
⑩ こ こ で 取 り 上 げ る 基 準 草 案 は,http://www.drsc.de./5-3a.htmlvom7.8.1999.か ら ダ ウ




,本 基準の目標 であるということが示されている1そ の うえで,商 法典
第292a条 の作成免除 に関する次のような条件が列挙 されている。
一連結範囲の限定に関 して,ド イツの規則 を遵守すること(商 法典第292a条 第2項 第1号)
一国際的に認められた会計原則の適用(商 法典第292a条 第2項 第2号a)
一欧州連合貸借対照表指令 との一致(商 法典第292a条 第2項 第2号b)
一商法典第290条 以下の諸規定に従 ったコンツェル ン決算書 との言明力 における等価性(商 法
典第292a条 第2項 第3号)
一適用 された会計原則の記載(商 法典第292a条 第2項 第4号a)
一 ドイツ法から乖離する貸借対照表作成方法,評 価方法および連結方法の説明(商 法典第292
a条第2項 第4号b)
一 コンツェルン状況報告書の一致 と等価性の必要性(商 法典第292a条 第1項 第2文)
一決算監査人による監査および確認 の免除前提の指摘(商 法典第292a条 第2項 第5号)
2.適 用領域
Tz2で は,商 法典第290条 以下の諸規定によるコンツェルン決算書の作成義務を免除されるた
めには,商 法典第292a条 に従って,証 券取引所 に上場されている親企業が国際的に認め られた
会計規定に従 って作成するコンツェルン決算書およびコンツェルン状況報告書にたいして,本
基準が適用 されなければならない とされている。その際,会 社が 「上場 されている」(b6rsen・
notiert)と いうことの意味について,こ れを株式法第3条 第2項 に規定 されているように理解
すべ きでるとされている(Tz3)。 これによれば,「国家 により承認された場所により規律 されか
つ監視 されてお り,規 則的に開催されかつ大衆 により間接的にか または直接的に接近 しうる市




原則的には(Tz4),商 法典第292a条 によるコンツェルン決算書には,商 法典第290条 にいう親
企業およびすべての子企業が組入れられていなければならない。ただ し,子 企業であって,そ
の活動がその他の被組入企業 と著 しく異なるものは,コ ンツェルン決算書に組入れてはならな
い場合(商 法典第295条),ま たはその組入れに関して選択権が存在 している場合(商 法典第296
条)は 除かれ る。 しかし,連 結の範囲に関する商法典第290条 の規定には,株 式法第18条 にいう
親企業 による子企業の 「統一的指揮」(einheitlicheLeitung)の 存在(第1項),な らびに国際的
に一般的 となっている 「支配概念」(Contro1-Konzept)に 従 った親企業の一定の支配権の存在




質的行使 」(tatsachlicheAusUbung)を 基礎 とす る もので あ り,後 者 は形式 的 な法律 関係 の「行
倒
使の可能性 」(M6glichkeitderAusUbung)に結 び つけ られた概念 なの であ る。 商 法典 第290
条 には,こ れ ら両概 念が 含 まれ てい るので,一 般 的に は,国 際的 な連結 原則 の適用 については,
問題 はない とされて いる(Tz5)。 その うえで,異 な る活動 を行 ってい る子企業 をも連結 してい
る,国 際会計 基 準 に基 づ く決算 書 また は米 国 会計 原則 に従 った決 算 書 は,「 通 常 は」(inder
.
Rege1),ド イツの連結規定 を満足 させ る もので ある(Tz6)と され ているので ある。
4.国 際 的 に認 め られ た会 計原則 の適用
原則 的に は,「 国 際会 計基 準(IAS)お よび米 国の会計 原則(US-GAAP)は,商法典 第292a条
に い う国際的 に認 め られ た会計原則 で ある。」(Tz10)と され る。 その際,こ こでい う国際 的に
認 め られた会計原則 に,こ れ らの基 準 もし くは会計 原則 以外 の諸 原則 をも含 め るこ とは排除 さ
れ ていない。 しか し,商 法典 第292a条 に関す る立 法理由か らは,ド イ ツの立法者 が とりわ け国
際会計基準 また は米 国 の会計 原則 に従 って作 成 された決算書 にた い して 「作成 免除効力」(Be・
freiUngswirkung)与 えよう として い るこ とが推 測 され る としてい るの であ る(Tz11)。
5.欧 州 共同体貸借 対照表 指令 との一致
商法典第292a条 によ って作成 免除 の恩典 を与 えられ る コンツェル ン決算 書 は,欧 州共同体第
7次 指 令 お よび場 合 に よって は,銀 行 指令 な らび に保 険指令 と一致 して いな けれ ば な らない
(Tz14)。 その際,そ れが コ ンツェル ン決算書 に関係 す る限 りにおい て,第4次 指令 とも一致 し
て いなけれ ばな らな い(Tz15)。 た だ し,こ うした 「指令 との一致」(EinklangmitderRicht・
1inie)の 意 味 について は,そ れが 「合致」(Ubereinstimmung)の 意味 「よ り弱 い」(schwacher)
内容 を もつ もの であ るされてい る ことには注意 しなけれ ばな らない(Tz16)。
「指令 との一致 」 とい う要求 は,指 令 の個 々の条文 の文言 との一致 を求 める もので はな く,
「コン ツェル ン決 算書 の 目標 設定 に照 ら して」(imHinblickaufdieZielsetzungdesKon・
zerhabschlusses)解 釈 され な けれ ばな らず,こ の 「一致」が 存 在す るか否か を判 断 する際 に
は,欧 州共 同体 第4次 指 令 お よ び第7次 指 令 の関 係 す るす べ て の 規定 が,「 全体 として」
(insgesamt),考 察 され な けれ ばな らない とされて いるので あ る。 ここで は,コ ンツェル ン決
算書が これ ら指令 の 目的 に適 う もので あるか否 かが決 定的 とな る としてい るのであ る。
こう した一致要求 は,コ ン ツ土ル ン貸 借対 照表指令 の第7条 第2b項aaに み られ るもので
あ り,「 資本調 達容易化 法」(KapAEG)に よって,商 法典第291条 第2項 第2号 におい て規定 さ
れて いるので ある(Tz17)。 これ らの規 定 におい ては,一 致要求 は 「一体 としての指 令」(Richt・
1iniealsEinheit)に 関係 してい るのであ って,個 別 の規定 に は関係 して いないので あ る。 した
が って,こ こで い う 「一致」 とい う概念 は,「 全体 の印象」(Gesamteindruck)を 記 述 するた め
に用 い られた ものであ り,「 指令 の個別 の条 文 の文 言 との合致 」(Ubereinstimmungmitdem





さらに,一 致の前提は,一 体 としてのコンツェルン決算書に関係するものであるので,貸 借
対照表 または損益計算書における乖離については,そ れに対応 した報告を付属説明書において
行 うことによって補足されなければな らない(Tz19)。
こうした指令 との一致に対する要求は,欧 州共同体第7次 指令第16条 第1項 との一致 をも含
んでいるのである。 これによれば,コ ンツェルン貸借対照表,コ ンツェルン損益計算書および
コンツェル ン付属説明書が一体 を成す ものとして規定 されているので,コ ンツェルン決算書が
指令の目的 を達成 しているか否かについての判断は,一 体 としての貸借対照表,損 益計算書お
よび付属説明書に関係しなければならないということになる(Tz20)。
例外事例(Tz21)に おいては,指 令の諸規定からの乖離が認 められている。ただ し,そ れ
は,そ うす ることによって,コ ンツェルンの財産状態,財 務状態および収益状態の実質的諸関
係 に合致す る写像が伝達される場合に限定 されている。加 えて,欧 州共同体第4次 指令第31条
第2項,お よびこれ と結合する第7次 指令の第16条 第5項 および第29条 は,そ こに掲げている
評価原則か らの乖離 をも許容 しているのである。そしてさらにその際には,第7次 指令は重要
性の原則 を明示的には挙げていないが,こ の原則は多 くの軽減規定(例 えば,第6条,第7条,
第8条,第11条,第13条,第15条,第17条第2項,第19条 第16項,第26条 第2項,第27条 第2
項および第3項,第33条 第9項)の 基礎 ともなってい るので,一 致の前提条件を吟味する際に
適用 しうる原則の地位が,こ の重要性の原則 にも与えられることになるといえる(Tz22)。
一致要求は1欧 州共同体第4次 および第7次 指令め ドイツ国内法への転換および解釈に関係
する・のではな く,欧 州共同体指令の 「ヨーロッパ的理解」(europaischesVerstandnis)と その
「実践での適用」(praktischeAnwendung)に 関係すべきもの とされているのである(Tz23)。
それゆえ,こ うした一致要求の解釈に関 しては,欧 州連合 に加盟 している他の諸国において欧
州共 同体 指令 に一致 する もの として適用 され ている会計原則 も基準 とされる ことにな る
(Tz24)。 その際,さ らに,コ ンツェルン決算書はもっぱら国際的な資本市場における投資家へ
の情報提供 を行 うべきものであ り,「利益分配 と税務上の利益算定の基礎を構成 しない」(nicht
dieBasisderGewinnausschUttungunddersteurlichenGewinnermittlungbildet)とい
うことに注意 しなければならない(Tz25)。
このように,一 致の意味を解釈するときには,欧 州共同体第4次 および第7次 指令の解釈が
必要 となるのであるが,こ れら欧州共同体指令 には,相 互 に幾分矛盾する原則(例 えば,慎 重
原則 と期間対応原則)お よび多数の不確定の法概念が含 零れていることに注意 しなければな ら
ない。そのうえで,コ ンツェルン決算書は,債 権者保護を考慮 した うえでの分配可能利益の算
定 に役立つものではなく,か つまた,税 務上の利益算定のための基礎 として役立つ ものではな
い,と い うことが考慮されなければな らない。それは,む しろ,も っぱら,コ ンツェル ン会計
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報告の受手に 「コンツェルンの経済状態」(wirtschaftlicheLagedesKonzerns)に ついての情
報を提供するという任務 を負っているものなのである。 しかし,こ れによって,債 権者保護 は
放棄 されるものではない。個別決算書 と比較して,慎 重原則が後退 させ られ るにすぎないので
ある(Tz26)。 これに対 して,グ ローバルな資本市場 を利用する場合 には,国 際会計基準(IAS)
および米国の会計原則(SFAS)に な らって,投 資家の保護 とその意思決定 に有用な情報が前面
に出ることになるのである(Tz27)。
こうした線 に沿って,欧 州連合(EU)委 員会は,国 際的な会計実務の動向を考慮 して,1995年
11月 に,新 しい戦略を採用 した。それは,欧 州連合内に住所 を有する国際的企業が,証 券市場
への上場目的のために,全 世界的に,た だ一つのコンツェルン決算書を用いることができるよ
うにしょうとするものであった(Tz28)。 これ以降,欧 州連合委員会 は,会 計 をとりまく状況の
動態的な発展に適合 させた,欧 州共同体指令の解釈を弁護するようになるのである。欧州連合
委員会は,そ うすることによって,欧 州共同体指令の広範囲の適合修正 を行わずに,ヨ ーロッ
パ の会計を国際的な発展に一致 した形で一層発展 させ ることが可能 になると考 えたのである
(Tz29)。
この よ うに,欧 州委 員 会 は,「 変 更 が 自 由 にで きる よ うな指 令 の 解釈 」(anderungsoffene
Richtlinienauslegung)が 可能 とな るよ うに努力 し,し か もその際,貸 借対 照表作成 の ための基
準 として 「会 計 目的」(ZweckderRechnungslegung)を前面 に押 出 して,'一 致 の前提が疑 わ
しい ときには,こ れ を狭 く解釈 す るよ りは,む しろ,広 く解釈 すべ きで ある として いるのであ
G;)
る。
われわれは,こ うした1995年11月 の欧州委員会によってとられた新たな戦略が ドイツの企業
会計制度の在 り方を大 きく変える契機 となっていることに注 目してお く必要があろう。
6.商 法典第290条 以下によるコンツェルン決算書 との言明力の等価性
商法典第292a条 によるコンツェルン決算書の作成免除効力は,国 際的に認められた会計原則
に従 って作成 された書類の言明力が商法典第290条 以下の諸規定に.従って作成 されたコンツェ
ル ン決算書の言明力 と 「等価」(gleichwertig)で あることを前提 としている(Tz30)。 これによ
って目指されているのは,「書類の具体的な情報効力」(konkreteInformationswirkungender
Unterlagen)な のである(Tz31)。 したがって,免 責的決算書における会計報告が,か りに ドイ.
ツ法か ら乖離 しているとしても,当 該決算書が,ド イツ法に従って作成 されたコンツェルン決
算書 と比べて,と くに投資決定にとり,等 価値の情報を提供す る効力を持 っているか,あ るい
は一層適切な ものであるときには,こ の乖離は何 ら特別な記載 を要求するものではないとされ
るのである(Tz32)。 さらに,等 価性の判断のためには,「注記」(notes)を 付された貸借対照




ている,そ の他の計算書および情報 をも援用することができるのである(Tz33)。 それゆえ,一
方 の決算書 と他方の決算書 との狭い意味での比較が重票なのではなく,情 報全体の等価 性が重
要 となるのである。等価値の情報が決算書の別の場所 において与えられている限 り,商 法典第
292a条 にい う決算書の等価性が与 えられることになるのである(Tz34)。 そこで,原 則的には,
国際会計基準(IAS)ま たは米国の会計原則(US-GAAP)に 従って作成された コンツェル ン決
算書は,そ の言明力 において,商 法典第290条 以下の諸規定に従って作成 された コンツェルン決
算書 と等価値の もの とされるのである(Tz35)。
こうして,ド イツの立法者 は国際会計基準(IAS)お よび米国の会計原則(US-GAAP)の 適
用 を,2004年 までという期限付きではあるが,認 めることとなったのである。そしてそれまで
にコンツェルン会計 に関する原則 を改革することを,商 法典第342条 第1項 で定めたのである
(Tz36)。 そのうえ,さ らに,言 明力 における等価性への要求は 「コンツェル ン決算書全体」
(KonzernabschluBinseinerGesamtheit)に関係す るものであるとしたうえで,個 々の貸借
対照表作成問題 に関 して,国 際会計基準 または米国の会計原則の適用が ドイツの諸規定の適用
より言明力の低 い数値につながるとしても,そ のことが他の貸借対照表作成問題についての利
点によって補償 され るとするならば,こ のような場合 でも,言 明力の等価性 は与えられるとし
ているのである(Tz37)。 つまり,こ こで問題 となっているのは,「全体的な判断」(ganzheitliche
Beurteilung)で あるので,国 際会計基準 または米国の会計原則の適用に際 しての「詳細な欠点」
(Detailnachteile)は,そ れを埋 め合わせるような利点が別の面で与 えられているときは,等 価
口o性
を妨げるもの とはならない とされているのである。
さらに,コ ンツェルン決算書について,そ れが国際会計基準 または米国の会計原則だけを適
用 した ものではないときでも,等 価性が与えられるとしているのである(Tz38)。 ドイツの決算
書 と国際的な決算書 との等価性はその 「情報効力」(Informationswirkungen)に 依存 している
ので,国 際的な決算書についても,ド イツの貸借対照表作成規定を部分的に適用することがで
きる。 そしてそのことが説明 されている限 り,そ れによって,等 価性は損なわれないとしてい
るのである(Tz39)。 異なる規則が適用され るとき,等 価性 は,コ ンツェルン決算書およびそれ
に属する書類 の 「明瞭性 と要覧性」(KlarheitundUbersichtlichkeit)が 保証 されているとい
うことを前提 としているとしているのである(Tz40)。
7.適 用 された会計原則の表示
商法典第292a条 に従ったコンツェル ン決算書の作成免除効力は,適 用された会計原則が表示
され るということを前提 としている(Tz41)。 したがって,コ ンツェル ン決算書が国際会計基準
(IAS)ま た は米国の会計原則(US-GAAP)に 従って作成されてい るときは,そ のことについ
ての指摘がなされていなければな らない(Tz42)。 その際,国 際会計基準 または米国の会計原則
は既知の ものであるので,コ ンツェルン決算書の作成免除のための前提条件 を満たすために,
(1のEbd.,S.1129.
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個々の原則 にまで立入ることは,通 常 は,必 要とされない。 しかしなが ら,新 しい基準への移
行時に,旧 基準がなお適用可能 となっているとするならば,「重要な事例において」(inwich-
tigenFallen)は,そ の選択 された基準が記載 されなければならない(Tz43)。
IAS決 算書において国際会計基準から乖離 して,あ るいはまた,US-GAAP決 算書におい
て米国の会計原則から乖離 して模写 された 「会計事象」(Bilanzierungssachverhalte)に ついて
は,適 用された基準 または原則が記載 されなければならず,そ の乖離 もしくは離反が理由づけ
られなければな らない(Tz44)。 こうした要求 は,商 法典第292a条 によって作成 を免除 される決
算書が一定の一覧可能なしかも根拠づけられた事例 においては国際会計基準 または米国の会計
基準か ら乖離 しうるということか ら生 じるのである(Tz45)。
8.ド イツ法か ら乖離する貸借対照表作成方法,評 価方法および連結方法の説明
商法典第292a条 によるコンツェル ン決算書の作成免除効力 は,商 法典第290条 以下 の諸規定
に従ったコンツェル ン決算書から乖離する貸借対照表作成方法,評 価方法および連結方法が,
付属説明書においてか,あ るいは,作 成 を免除されるコンツェル ン決算書の「補足的文書記録」
(erganzendeUnterlagen)に おいて説明されているということを前提 としている(Tz46)。 その
際,こ の説明は,「質的な記載」(qualitativeAngaben)か らな り,さ らに 「重要な貸借対照
表項 目」(wesentlicheBilanzposten)に ついては,そ の適用された基準が記載 されるべきであ
る(Tz47)。 しかし,国 際会計基準 または米国の会計原則に従 った決算書には,ド イツの貸借対
照表法にいう「付属説明書」(Anhang)が 含 まれていないので,こ れ らの記載事項は別の場所に
おいて行 うことも許 されている。その際には,そ うした記載事項が年度決算書の構成要素であ
ることが認識でき,か つ,そ の記載は常に同一の場所 において要約的に行われなけ・ればならな
いとされている(Tz48)。
9.コ ンツェルン状況報告書の一致 と等価性
'コンツェル ン状況報告書に関 して も,欧 州共同体第7次 指令および場合によっては商法典第
291条 第2項 第2文 に掲げられている信用機関および保険企業 に対する指令 との一致が存在 し
ていなけれ ばな らず,ま た その言明力 におけ る等価 性が存在 していな ければ な らない
(Tz49)。IASお よびUS-GAAPは,特 別なコンツェルン状況報告書 というものを知 らないの
で,商 法典第315条 に従った状況報告書に等価の情報が適切な形式で公表 されなければならない
(Tz50)。 しか も,そ れらの事項の記載は貸借対照表指令 との一致の要件 を満たしうる等価の情
報内容 を含まなければならない(Tz51)と しているのである。その際,ド イツ商法典第315条 第
1項 により,コ ンツェルンの営業経過および状態の記述に関する報告義務が存在 している。 こ
うしたコンツェルン状況報告書の義務的構成要素 として,実 質的諸関係 に合致する写像の伝達,
および,将 来 の発展の リスクの記載があげられている。それ以上に出て,商 法典第315条 第2項
および欧州共同体第7次 指令第36条 により,コ ンツェルンの事業年度終了後に生じた とくに重
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要な事象,コ ンツェルンの発展の見通 し,お よびコンツェルンの研究および開発の領域 につい
て,こ れ らに関する情報が企業状態の判断にとり重:要な意味 を有す るものであるときは,こ れ
を記載 しなければならないとしているのである(Tz52)。 ただ し,欧 州共同体第7次 指令第36条
は,商 法典第315条 と比較 して,営 業経過の記述だけを要求しているので,指 令 との一致要件か
らは,状 況報告書に対する追加的な要求 はなんら生 じないのである(Tz53)。
10.作 成免除前提の監査
作成を免除 される文書記録およびその作成免除の前提が,商 法典第318条 に従って任命 された
決算監査人 によって,監 査 されなければならない。その際,決 算監査人が当該前提の一つが満
た されていない とい う結論に達 した ときには,そ の 「国際的な コンツェル ン決算書」(inter-
nationalerKonzernabschluB)は 作成免除効力を失うことになり,こ の場合には,親 企業は商法





一 商法典第290条 以下の諸規定によれば連結能力を有す る子企業には属 さない子企業が連
結 された ときには,そ のことの指摘(Tz5参 照)。
一 ・免責的コンツェルン決算書においてIASま たはUS-GAAPか ら乖離 して適用された貸借
対照表作成方法の記載およびその乖離 に対 する理由(Tz12お よび44参 照)。
一 実質的諸関係に合致する写像 を作 り出すために,欧 州共同体指令の諸規定から乖離 した
ことについての言及および理由づけ。それが財産状態,財 務状態お よび収益状態に及ぼす
影響が記述 されなければな らない(Tz21参 照)。
一 欧州共同体第4次 指令第31条 の評価規定か ら乖離 したことの記載および理由づけ。それ
が財産状態,財 務状態および収益状態に及 ぼす影響が記載されなければならない(Tz21参
照)。
一 適用 された会計原則の記載(Tz41参 照)お よび適用されたIASま たはUS-GAAPの 各原
則の記載。ただ し,新 しい基準への移行時期において旧基準 もそくは新基準の選択的適用
が認められている場合に限る(Tz43参 照)。
一 免責的コンツェル ン決算書において ドイツ法か ら乖離 して適用された貸借対照表作成方
法,評 価方法および連結方法の説明(Tz46以 下参照〉。
12.発 効および無効
商法典第292a条 に従った免責的コンツェル ン決算書 は,「資本調達容易化法」が1998年4月24
日付で発効 した後 に終了する事業年度 に対 して初めて作成することがで きる。それは,2004年
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12月31日 以前 に終了 す る事業年度 を もって,最 後 の適用年 度 とな る(Tz56)。
第4節 むすび
このように,ド イツ会計基準委員会より公表された草案第1号 においては,商 法典第292a条
の作成免除規定を基礎 とする,国 際的なコンツェルン決算書にとり重要な問題が取 り上げられ
ている。そこでは,欧 州共同体(現 欧州連合)指 令 との関係を媒介 として,ド イツ商法典の諸
規定 と国際会計基準(IAS)お よび米国の会計原則(US-GAAP)と の 「一致」の問題,さ らに,
それらの異なる規定,基 準および原則に基づいて作成されたコンツェル ン決算書(連 結財務諸
表)の 言明力の 「等価性」が中心的な問題 とされているといえる。





こうした ドイツ会計基準草案第1号 の特徴 を考察するとき,わ れわれはとくに1995年11月 に
欧州連合委員会が採用した新 しい戦略に注目しなければならない。それは,ヨ ーロッパにおけ
る国際的企業が証券取引所への上場する際には,全 世界的に,た だ一つのコンツェルン決算書
の作成をもって足れ りとするものであった。 これ以降,ド イツの会計制度は,そ れまでの欧州
共同体加盟国間の会計規定の調和化をはかると.いう段階から,,グ ローバルな資本市場での資金
調達 を容易にするための制度的対応をはかろうとする新たな段階をむかえたといえよう。個別
規定 との 「合致」(Ubereinstimmung)よ り,全 体 としてのいわば緩やかな 「一致」(Einklang)
を重視 して,国 際的 に認 められている基準 または原則(IASお よびUS-GAAP)に 従って作成さ
れた連結財務諸表が,ド イツの商法典の諸規定に従って作成されたコンツェルン決算書と,そ
の言明力において,「等価」(gleichwertig)で あるとされ るのである。 こうした論理によって,
国際会計基準または米国の会計原則に従 って作成 された決算書が ドイツのコンツェルン決算書
と 「等価」の ものとされ,あ らためて ドイツ法に従ってコンツェルン決算書を作成する必要は
ない とされるのである。つまり,「一致」と 「等価」という用語 と論理によって,コ ンツェル ン
決算書の作成が免除 されるのである。 しか も,言 明力における 「等価性」 は,コ ンツェルン決
算書全体に関係するものであって,か りに国際会計基準 または米国の会計原則の適用が ドイツ
商法典の諸規定の適用による場合より言明力が低 いとして も,他 の貸借対照表作成問題に関す
る利点によってそれを埋め合わす ことがで きるとするな らば,言 明力の 「等価」性 は与えられ
る としているのである(Tz37参 照)。 言明力が劣 る,し たがって 「等価」とはいえない ものであ




う,奇 妙 な論理 によって,「 等価」という概念が合理化 されているのである。 したがって,こ こ
で いう 「等価」 という概念 はきわめて弾力的な性質を持つ もの といえよう。
すでにみた ごとく,1995年11月 以降の欧州連合委員会の新戦略のねらいが,ヨ ーロッパの国
際的な企業のグローバルな資本市場での競争力の強化 におかれ,そ のために投資家の意思決定
に役立つ情報の提供 ということが前面に押出され,こ うした状況への制度的対応 として,商 法
典第292a条 が追加されたのである。 この規定により,コ ンツェルン決算書の作成免除規定が設
けられ,そ れによるコンツェルン決算書の作成 にともなう費用の節約が可能 となった。 と同時
に,「 企業領域における統制 および透明性に関する法律」により商法典第342条 が追加 され,そ
の第1項 の規定により,新 たな制度的展開が はかられた。これによ り,「ドイツ会計基準委員会」
(DRSC)が 設置され,「 ドイツ基準設定審議会」(DSR)に よる「会計原則」の草案が作成され る
こととなったのである。 ここでの中心課題は 「一致」 と 「等価」 という用語 を新たなる論理 を
もって合理化 ・合法化することにあるといえる。 ドイツ基準設定委員会草案第1号 にみられ る
ごとく,そ こで論理は,一 口にいって,「情報効力」(lnformationswirkungen)が 同じであれ
ば,「一致」 と 「等価」は保証 されるというもの といえるのである。
以上の考察から明 らかだなることは,会 計制度 というものは,結 局,「 数」と 「用語」から構
成 される社会的な仕組みであ り,そ こで重要なのは,そ れ らの果たす役割 ・機能,こ こでいう
「情報効力」であるということ.である。現代会計を研究するにあたっては,会 計を 「数」と 「用
語」か らなる社会的 ・制度的仕組 としてとらえ,そ れ らが一体 となって果たす役割 ・機能に着
目して,そ の意味するところを解明することが何よりも重要である。 ドイツ基準設定審議会草
案第1号 は,あ らためて,そ の ことをわれわれに教えて くれているようにお もわれるのである。
(1999年10月 脱稿)
